
令和４年度 

八代市議会文教福祉委員会 視察報告書 

 

 

 

■視察日程 

  令和５年１月１７日（火）～１９日（木） 

 

 

■視察先 

  令和５年１月１７日 午後  大阪府枚方市 

 

  令和５年１月１８日 午前  大阪府寝松原市 

 

  令和５年１月１８日 午後  大阪府大東市 

           

 

■視察参加者 

【委員会】委 員 長   中村 和美 

     副委員長   金子 昌平 

委  員   大倉 裕一 

委  員   友枝 和也 

委  員   中山 諭扶哉 

委  員   橋本 幸一 

委  員   橋本 徳一郎 

 

  【執行部】健康福祉部長 丸山 智子 

 

【随 行】議会事務局  松﨑 広平 



■視察先及び目的 

 １ 大阪府枚方市 

  『枚方市食育推進計画について』 

    枚方市では、子どもから高齢者まで、一人ひとりが「食」に関する正しい知識と

「食」を選択する判断力を身につけ、生涯にわたり健康寿命の延伸につながる健全

な食生活を実践するとともに、家庭・保育所（園）・幼稚園・認定こども園・学校・

地域・生産者等が相互に連携し、ネットワークを築きながら市民活動としての食育

の推進に取り組んでいる。本市においても地産地消、学校給食への地元農産物の提

供を行っているため、松原市での取組を視察することにより、今後の委員会活動に

生かすことを目的とする。 

   

 

 ２ 大阪府松原市 

  『幼保連携型認定こども園「わかばこども園」について』 

    松原市には、認可保育所、認定こども園合わせて２３施設があり、平成２２年度

から待機児童数は０となっている。官業の民営化方針に伴い、平成２３年度より公

立保育園３園を民営化し、平成３０年度から老朽化した市立幼稚園、保育所、合わ

せて４園を統合し、令和３年４月より公立の幼保連携型認定こども園「わかばこど

も園」を開園させた。松原市においては、人口減少、少子高齢化が進む中、就学前

児童も減少しているものの、共働き家庭は増えていることもあり、幼稚園、保育所

へ預けたいというニーズは増えている。本市においても保育園の統廃合、民営化、

こども園化を行っているため、松原市の取組を視察することにより今後の委員会活

動に生かすことを目的とする。 

 

 

 ３ 大阪府大東市 

  『不登校支援について』 

    大東市では、全ての子どもたちの学びの機会を保障していく「学びへのアクセス」

という観点を大切にし、大東の不登校支援モデルを進めている。 

なお、不登校児童生徒に対しては、ＩＣＴ等を活用した学習やフリースクール等の

民間事業者との連携についてのガイドラインを策定し、学校に周知している。本市

にも適応指導教室「くまがわ教室」があり、大東市での不登校の状況や支援内容に

ついて視察することにより、今後の委員会活動に生かすことを目的とする。 

 

 



枚方市 

                                         

 

１ 視察日時  令和５年１月１７日（火） １４：００～１５：３０ 

 

２ 調査事項  『枚方市食育推進について』 

 

３ 事業内容（説明内容） 

        別添資料のとおり 

４ 主な質疑応答 

 

Ｑ１ 学校数と給食の提供の仕方はいかがか。 

Ａ１ 小学校４４校、中学校が１９校あるが、中学校は全校給食ではない。給食センタ

ー方式と、単独調理校の併用。 

 

 Ｑ２ 今後の地元食材の提供についてどのように考えているか。 

 Ａ２ 学校給食に関しては、なるべく枚方産を使いたいという気持ちで事業者とも協議

している。現実は厳しく、生産者の高齢化や後継者、担い手不足がある。枚方だ

けでは難しいので、広域的に見て大阪府産などを活用し、なるべく地産地消を進

め、安全安心につなげていきたい。 

     

Ｑ３ 食育事業に関して、全体事業費はどのくらいか。 

Ａ３ ２１の部署で事業を行っており、その結果食育推進につながっているものもある

という考え方の下、行っている。食育推進計画としてまとめているのが福祉部に

ある事務局であり、各分野で各々が各々の責務において果たしていくスタンス。

予算規模はその時に応じて部署においてその都度予算化し、食育推進に関わる分

に関して数字を取りまとめるのが事務局となる。食育の中には、健康づくりや食

文化の継承、農業体験など多岐にわたる。生活習慣病、子供たちの発育などは健

康増進の部署。農業振興、体験などは農業関係の部署。おいしい給食などは教育

部が行っている。各部署一斉に会し協議、議論を行っているが、庁内会議だけに

とどまらず、ネットワーク会議など外部とも連携している。一概に、事業費を示

すことは難しい。 

 

Ｑ４ 食育、健康推進の観点で、一般事業所との連携はいかがか。 

Ａ４ 健康経営を進めていくことも力を入れており、独自に枚方健康優良企業というも



のをつくっている。職員の健康づくりを専念していることなど報告等があれば、

枚方健康優良企業として認定している。（現在８８社が登録） 

食であったり運動であったりと健康づくりについて要望があればセミナーや講

座を開催したりと情報提供を行っている。働き盛りの健康づくりはなかなか難し

いとの声が多く、そのような取組を、本市と明治安田生命、協会健保の３者で連

携協定を締結し推進している。 



※視察の様子 

 

 

 

 



松原市 

                                         

 

１ 視察日時  令和５年１月１８日（水） １０：００～１１：３０ 

 

２ 調査事項  『幼保連携型認定こども園「わかばこども園」について』 

 

３ 事業内容（説明内容） 

        別添資料のとおり 

４ 主な質疑応答 

 

Ｑ１ 人口移動がある中、子育て世代の現状はいかがか。 

Ａ１ 出生数は国の状況と同じく減っているところ。しかしながら当市では、就学前人

口は転入超過、就労人口については市内、府内移動が多く転出超過により人口減

少となっている。北は大阪市、東は堺市があり、待機児童もあるとのことで、当

市に子育て世代が転入していると推測される。高齢化は３０％で進んでいる。    

 

 Ｑ２ こども園に移行するにあたり、アンケート等は行ったのか。幼保連携とのことで、

幼稚機能、保育機能の時間割の状況はいかがか。 

 Ａ２ 認定こども園化に伴う保護者ニーズの把握はパブリックコメントを取っている。

特に批判的なことはなかった。統合する幼稚園の保護者などには、幼保連携型認

定こども園のメリットとして、給食、夏季期間の預かり等説明した。幼稚園は朝

９時から午後２時半までのところ、保育園の朝７時から夕方７時まで預けること

が可能であることを説明して理解を求めた。 

     

Ｑ３ 公共として運営することの判断はいかがか。 

Ａ３ 保育ニーズについては課題保育（障害、発達障害を抱えた子供）が増えており、

民間では補助金措置しても、発達の特性により受入れが難しいなどの声があった。

また、松原市は４区画に割った地区に、１つは公共保育を実施するとの方針があ

ったこともあり公立で運営している。 

 

Ｑ４ 幼稚園と保育園では所管が異なると思うが、どのようにしているか。 

Ａ４ 平成２７年より教育委員会から幼稚園部門の事業について補助執行を受けてお

り、幼児教育部門の人事と政策以外については福祉部の方で所管している。 

 



Ｑ５ 松原ネウボラとはなにか。 

Ａ５ 妊娠期から子育て期までを切れ目ない支援を行うこと。現在、保健担当部門と子

育て担当部門が連携する市町村が多いところだが、当市では福祉部に一元化。出

産後も育児の悩み等々についても、福祉部の方ですべて引き受け、対応できると

いうことで松原版ネウボラという。保健師、検診、子育て、虐待、発達障害など、

部門で分かれている市町村が多い中、当市は一元化している。 

 

Ｑ６ 子育てすくすくポイントカードの利用状況、使用率はいかがか。  

Ａ６ 制度の目的として、保育の必要な方について待機児童の対策費など費用をかけて

いるところ。計画時では就学前人口の６割の方が保育園等を利用していない子ど

もたちであった。その方々に対しての支援が必要ではないかとの話から、家で頑

張っている家庭に対しても支援センターを利用してもらい、何かを還元しようと

の思いから始められた。令和３年度は約３５件の利用者があった。 

   こども商品券（全国共通）はトイザらスやイオンなどで利用可能。絵本を買うた

め、図書カードへの交換が多い。交換数は４０６件 

 

Ｑ７ アプリがあるが、松原市独自のものか。 

Ａ７ 松原市のいろいろな子育て情報をプッシュ型で登録していただいた方にイベント

情報などを送っている。ＨＰでは見ていただけないこともあるが、プッシュ型で

情報提供。誕生日を登録してもらえば、検診の案内等を自動的に通知できるため、

逃すことも免れる利点もある。 

 

Ｑ８ 保育園の民営化に伴う地域の反対や反響等はいかがたったか。 

Ａ８ 公立から私立に移行することのアレルギーは多かったと聞いている。しかしなが

ら、民営化後の保育園は人気が高く、私立の保育園、幼稚園から埋まっていく状

況。その当時はいろいろと大変だったが、結果よかったとの声がある。 

    

 



※視察の様子 

 

 

 

 



大東市 

                                         

 

１ 視察日時  令和５年１月１８日（水） １４：３０～１６：００ 

 

２ 調査事項  『不登校支援について』 

 

３ 事業内容（説明内容） 

        別添資料のとおり 

４ 主な質疑応答 

 

Ｑ１ 教育支援センター「ボイス」の登録者は。 

Ａ１ 正式な登録を行っておらず、見学に来て正式な登録をしていない児童・生徒を含

め４０名程度。 

 

Ｑ２ 登録者は４０名程度とのことだが、不登校の全体数はどの程度と把握されている

か。 

Ａ２ ２００名程度と把握している。低学年の児童が、保護者が共働きなどで「ボイス」

に通うことができないとの相談を受けることがある。その際は、送迎を検討した

り、オンラインでの支援も行っていることもある。 

 

Ｑ３ コーディネーター・デイリーダー（民間支援員）など、学生や地域人材で賄われ

ているようだが、ボランティアか。 

Ａ３ 時給制の有償ボランティアという形にしている。空いた時間に来てもらい対応し

てもらっている。 

 

Ｑ４ 長期欠席者への登校の促し方等、対応状況はいかがか。また、学びへのアクセス

１００％を活用することによる成果は。 

Ａ４ 欠席理由については様々で担任の先生だけではなく、学校として分析している。

また専門の方にも相談している状況。以前であったら、担任が電話連絡や家庭訪

問するなど対面式で面接をするなどの方法しかなかった。また、欠席期間に授業

に追いつけなくなることで、より学校に行きにくくなることもあったが、タブレ

ットを活用することで zoomや Teamsなどを利用したり、最近の学校の状況等を

チャット機能等を活用するなど工夫している。不登校児童や生徒に対し、そのよ

うな情報を共有することで学校に来やすくする環境づくりを行っている。そのよ



うな活動を通して学校との距離を離さなうようにしている。 

 

Ｑ５ 不登校の要因をデータ収集し分析しているとのことだが、最終的に引き金（要因）

を統計してまとめる考えはあるか。また携帯電話（スマホ）を持っている児童・

生徒がいると思うが、携帯電話の影響はまとめているか。 

Ａ５ 不登校の要因が複合、ハッキリしないということが多くなっている。話をしてい

る中で実感しているのは、集団になじめず「ボイス」にやってくる子供が多い印

象がある。携帯電話を持っていることで影響があるかまでは把握していない。 

 



※視察の様子 

 

 

 



 

<< 各委員所見 >> 



























文教福祉委員会 行政視察所見 

議員名【 大 倉 裕 一 】 

◆視 察 日：令和 ５年 １月１７日（火） 

◆視 察 先：大阪府枚方市  

◆調査項目：枚方市食育推進計画ついて 

◆所見 

  枚方市の食育の取り組みを視察した 

食育と聞いて皆さんは、どのような取り組みを想像されるでしょうか？ 

おそらく、教育委員会が主体となり、義務教育までの幼児・園児・児童・生

徒を対象として、地産地消の取り組みや収穫体験を通じて、食材に関心を高

める取り組みを想像されたのではないかと思う。 

しかし、枚方市はなんと担当部が健康福祉部の介護予防課？が担当であった。

高齢者にも食事に気をつけてもらいたいとの思い、食事が健康的な身体を作

る視点での取り組みに感心した。 

さらに、市役所の各部所から食育への取り組む事業を横断的に取り組んでお

られた。 

このような姿、形においては八代市は不得意なところであると感じた。 

文教福祉委員会の視察であるため、質問にも気を遣ったが、他部門の事業の

成果などお尋ねしたが、担当部所の同席がなく、大まかな回答であったこと

は残念であった 

食は健康的な身体を作る要素であり、これからの議員活動・議会活動の中で、

さらには、自分、家族の食を考え、生活していきたいと思う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



文教福祉委員会 行政視察所見 

議員名【 大 倉 裕 一 】 

 

◆視 察 日：令和 ５年 １月１８日（水） 

◆視 察 先：大阪府松原市 

◆調査項目： 幼保連携型認定こども園「わかばこども園」について 

◆所見 

 松原市では、市内を４分割に分け、公的保育所をひとつは残すとの方針を持

って、民間との共存していく方針を描いておられた。 

その中で、保育園幼稚園を統合されたとの取り組みで、9 時から 14 時 30 分

を幼稚園機能、7時から 9時、14時 30分から 19時を保育所機能とされてい

た 

保育園の建替えには国の補助金はないものと認識していたが、現在の床面積を

超えない範囲や統廃合を行う場合には、国の起債を利用できることを教えてい

ただき、認識を新たにした。 

  また、幼児のうち、約６割の子どもが保育所を利用しておらず、その６割   

の子ども達に市のイベントに参加してポイントを貯めると子ども商品券が

貰える事業は、ユニークな取り組みで興味を持った。年間 110 万円分の子

ども商品券に引き換えられているそうだ。 

子育て支援に一躍を買っているものと思う。 

松原市版ネウボラに取り組んでおられ、妊娠期から子育て期の支援体制を確

立された取り組みは、八代市も参考になるものと思う 

本市は私立の保育園が 50施設あり、さらに公立保育園を有している。公立

保育園の民営化を進めており、他市とは環境の違いはあるものの、子育て支

援の充実が図られるよう活動していきたい 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



文教福祉委員会 行政視察所見 

議員名【 大 倉 裕 一 】 

 

◆視 察 日：令和 ５年 １月１９日（木） 

◆視 察 先： 

◆調査項目：不登校支援ついて 

◆所見 

  標記内容で大東市を視察したが、視察前から驚かされた。議会事務局の職

員が緑色の法被を羽織り、４、５人の職員が両手を大きく振って出迎えて

くれ、また、帰る時も同様なおもてなしを受ける事になったことだ。とて

も嬉しく、良い気持ちがした。 

さて、本題の不登校対策であるが、主に不登校になった児童・生徒への対

策が幅広く準備されていると感じた。 

以前、自分の子どもが小中学生の頃、学校関係者から、無断欠席１日で要

注意、２日目で自宅へ電話連絡、３日目で家庭訪問という話しを聞いたこ

とを思いだしたが、大東市でも同様なフローチャートを準備されていた。 

不登校の要因も気になりお尋ねしたが、県レベルの要因分析はあるが、大

東市ではそこまでは手掛けていないとの返事であった。 

多感な時期だけに様々な要素があるのだろうと思うが、学校復帰の結論を

急がず、幅広い年齢の支援員と交流をさせ、気長に地道に取り組まれてい

るところから、子ども達、親御さん達に寄り添って取り組みを行われてい

る事を確認できた。 

ただ、調書がたくさんあるような気持ちにもなった。 

本市では、球磨川教室として不登校生徒への対応を丁寧に取り組んでいた

だいていると認識しているが、園舎跡を利用しての取り組みのため、ハー

ド整備も必要と思う。 
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文教福祉委員会 視察所見 

 

議員名【 友枝 和也 】 

 

◆視 察 日：令和５年 1 月１７日（火） 

◆視 察 先：大阪府枚方市 

◆調査項目：枚方市食育推進計画ついて 

 

 

 枚方市役所にて、食育推進計画について視察研修を実施。     

 

枚方市は高度経済成長期から人口が増加し、最盛期は人口４０万 

 

人を突破。現在は４０万人を割っている。京都府、奈良県との府県 

 

境に位置し、中核的なベットタウンとして発展。市内には６つの大 

 

学やひらかたパーク（遊園地）、バレーボールＶリーグパナソニック 

 

パンサーズの本拠地がある。                   

 

枚方市は、食育を総合的かつ計画的に推進する指針として、平成 

 

２０年度から平成２４年度までを計画期間とする「枚方市食育推進 

 

計画」を策定し、現在、食育の更なる推進を目指し「第３次枚方市 

 

食育推進計画」を、平成３０年３月に策定された。子どもから高齢 

 

者まで、一人ひとりが「食」に関する正しい知識と「食」を選択す 

 

る判断力を身につけ、生涯にわたり健康寿命の延伸につながる健全 

 

な食生活を実践するとともに、家庭・保育所（園）・幼稚園・認定こ
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ども園・学校・地域・生産者等が相互に連携し、ネットワークを築 

 

きながら市民活動としての食育の推進に取組む。を基本理念に持ち、 

 

食育の推進を図っている。                    

 

 学校給食への地元食材の供給率は、枚方産、大阪産を合わせて１ 

 

７品目で、重量としては４６．３ｔ（９．１％）          

 

精米は大阪産「ヒノヒカリ、にこまる」を使用し、１９１．９ｔ（１ 

 

００％）となっている。                     

 

 地元生産者との関わりは、ＪＡ北河内、摂南大学農学部をはじめ、 

 

農業委員や枚方市農業研究会（約５０名）などと連携し、市民に地 

 

産地消の推進や農業への理解を深めてもらう活動をしておられる。 
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文教福祉委員会 視察所見 

 

議員名【 友枝 和也 】 

 

◆視 察 日：令和５年 1 月１８日（水） 

◆視 察 先：大阪府松原市 

◆調査項目：幼保連携型認定こども園「わかばこども園」について 

 

 

 松原市における待機児童数は、平成２９年には７６名だったが、 

 

平成３０年から待機児童数は０名となり、現在も継続中とのこと。 

 

人口減少と少子高齢化が進むなかで、松原市においても就学前児童 

 

の人口は減少しているものの、幼児教育、保育のニーズは減少せず 

 

横ばいとのこと。                       

 

松原市は４万人ほどの人口だったが、高度経済成長に伴い人口が 

 

増加し、１３万人まで増えたが、現在は１２万人を切っている。高 

 

度経済成長期を境に整備がすすめられた公共施設の多くは老朽化が 

 

進み、幼稚園及び保育所においても更新時期が来ている。そのよう 

 

なこともあり、平成２８年ころより用地選定をはじめ、市立の松原 

 

幼稚園、松原西幼稚園、まつかぜ幼稚園、第１保育園の４園を統合 

 

し、公立の幼保連携型認定こども園「わかばこども園」を令和３年 

 

４月に開園。保護者が働いている、いないに関わらず受け入れ、教 
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育・保育を一体的に行う機能を持ち、施設の中に子育ての不安に対 

 

応した相談活動を行う機能を持ち合わせる。           

 

また、今後の計画として、幼稚園２園と保育所１園を統合し、公 

 

立において２園目となる幼保連携型認定こども園を令和７年４月よ 

 

り開園予定。                          
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文教福祉委員会 視察所見 

 

議員名【 友枝 和也 】 

 

 

◆視 察 日：令和５年 1 月１８日（木） 

◆視 察 先：大阪府大東市 

◆調査項目：不登校支援について 

 

 

 大東市での長欠（長期欠席）、不登校児童生徒の現状は、コロナ化 

 

で増加傾向となっており、そのような中、不登校支援として不登校 

 

支援員（元教員、教育経験者１２名、学生１１名、地域人材１０名） 

 

を有償のボランティアとして、７小学校、８中学校の計１５校に配 

 

置している。勤務回数は課題に応じ、１回３時間を、年間６０～２ 

 

６０回で割り振りしているとのこと。              

 

教育支援センターでは、「教育相談室」、「ボイス」の２部屋体制で、 

 

市の中心部にある大東市立キッズプラザにて活動している。 

 

 ボイスでは、通話指導、オンライン指導、訪問指導と、児童・生 

 

徒に合わせ活動している。                   

 

その他の取組として                     

 

 〇成長を促す指導の推進                   
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 〇スクリーニング専門家の活用（早期発見）           

 

 〇ＳＣ・ＳＳＷ等専門家の活用                 

 

           （適切なアセスメント・プランニング）   

 

 〇長欠「個票」の活用（縦横の連携の充実）           

 

 〇不登校対応チャート（組織対応の充実）            

 

 事業の効果および成果、課題については、教育相談室とボイスの 

 

連携強化や保護者からの声を多く取り入れていき、適切な支援のた 

 

めのアセスメント・プランニング、家庭支援を行っていくとのこと 

 

であった。 

 

                                                  

 

                                         

 

                                                              

 

                                         

 

                                                     

 

                                         

 

                                                              

 

                                         



視察報告 

中山 諭扶哉 

枚方市「枚方市食育推進計画について」 

枚方市は京都と大阪の中間に位置し、ベッドタウンとして戦後４万人から４０万人の市へ

と急成長した市である。H27 年 5 月から通年議会とし、改革が進んでいる。食育を総合的

かつ計画的に推進する指針として、子どもから大人まですべての市民が食について考え行

動することを目的にし、計画をされた。地元食材をできるだけ使うといった工夫がされてお

り、地産地消に取り組む姿勢は大いに参考にできる。小学校は 44 校、中学校は 19 校との

こと、小学校は全校給食とのことであるが、中学校は給食でない学校があり、この点は本市

が進んでいる。興味を感じたのは、「食育」のテーマを１部署で統括、庁内会議でとりまと

め、イベントや教育などは予算を含めそれぞれの部署で遂行、一貫した考え方で進めるメリ

ットが大きいと感じた。枚方健康優良企業を８８社認定、市独自で明治安田生命と協会けん

ぽと協力して講座を行っている部分にも好感が持てた。 

 

松原市「わかばこども園について」 

平均年齢 48.7 歳とのことで、非常に若い層が多い市であるが、人口減少と少子高齢化が進

んでおり、公共施設に求められるニーズが変わってきているとのこと。老朽化した４施設を

統合し、幼保連携型こども園を H30 年から計画し、R3.4 に開園した。現在の松原市におい

ては、通常反対の多い民営化について問題はあまり起こらなかったようである。松原市は公

営より民営の園から希望者が決まっていくといった背景が大きい。園に通っていない子育

て世代向けにポイントカードを配り、商品券や図書カードをプレゼントされているようで

ある。使用している方も多いようである。すべての子育て世代に市民サービスを平等にとの

コンセプトは素晴らしいと感じた。 

 

大東市「不登校支援について」 

最初のイメージは本市の球磨川教室に似た施設と感じた。不登校人数は 40 名ほどとのこと

であった。不登校指導員を全校に配置して対応されており、教育支援センター「ボイス」を

設置され、教育支援をされている。将来の展望としては、学校に支店のようにリンクさせ、

アセスメントおよびサービスを充実していくとのことであった。時間割は特になし、実験な

ど行われている。体育はされていないようで、全体的にみて、球磨川教室の充実度、支援体

制のすばらしさをあらためて感じることができた。どの自治体でも重要な部分であるので、

このような施設のネットワークが必要であると感じた。全国的に助け合って運営をしてい

くことがそれぞれの施設の負担軽減になるであろうと強く感じた。 

 

今回もコロナ禍多忙の中、対応いただいた自治体職員の方々、様々な調整をいただいた本市

議会事務局の職員の方々に感謝と御礼の意を表し、視察報告とさせていただきます。 











1 
 

文教福祉委員会 視察所見 

議員名【 橋本徳一郎 】 

◆視察日 ：令和 5 年 1 月 17 日（火） 

◆視察先 ：大阪府枚方市 

◆調査項目：枚方市食育推進計画について 

○説明：枚方市健康福祉部 健康寿命推進室、健康づくり・介護予防課 

●枚方市について 

・地理的条件：大阪市と京都市の中間（共に約 30 分の距離） 

 国道 1 号線が縦断、市の西部を京阪電鉄、東部を JR 学研都市線が走る 

・人口：386,775 人 

・世帯数：184,995 世帯（令和 4 年 12 月 1 日現在） 

・高齢化率：28.8％（令和 4 年 12 月 31 日現在） 

・出生率：6.1(人口千対)（令和 2 年） 

・面積：65.12 平方 km 

・1947 年 8 月 1 日大阪府下 12 番目の市として誕生 

・2014 年 4 月から中核都市に移行、枚方市保健所を設置 

・東海道 56 番目の宿場町、駅前に巨大商業施設、発展した都市部と豊かな自然が共存、5 つの

大学を有する 

●健康医療都市ひらかたコンソーシアム 

・平成 24 年設立 

・災害医療対策、健康づくり・介護予防事業推進、母と子どもの健康支援等、８つの分野で連携

事業を推進 

・関係機関や団体が持っている専門性を活かし、効率的で効果的な事業展開を目指す（市、保

健所、市立・公的病院、医師会、歯科医師会、薬剤師会、大学、スポーツ協会、消防組合） 

●保健センター 

・健康福祉部 健康寿命推進室 健康づくり・介護予防課と母子保健課 

・新型コロナワクチン接種対策室 

●保健センターの体制 

・健康づくり・介護予防課 

（作業療法士、理学療法士、管理栄養士、保健師、歯科医師、歯科衛生士、事務職） 

・母子保健課 

（保健師、保育士、心理相談員） 

※正職員 67 名(9 職種)（令和 5 年 1 月現在）  

※保健センター(医療機関)の管理医師は健康福祉部副参事(医師) 

●市民の健康増進のための市の計画 

・第 2 次枚方市健康増進計画（平成 26 年度～令和 5 年度） 
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・枚方市歯科口腔保健計画(平成 28 年度～令和 5 年度) 

・第 3 次枚方市職員推進計画（平成 30 年度～令和 5 年度） 

●枚方市食育推進計画（平成 20 年 3 月策定） 

１）経緯 

・食育を総合的かつ計画的に推進する指針 

・子どもから大人まですべての市民が自らの「食」について考え行動することを目的に策定 

・幅広い関係者で構成された「枚方市食育推進ネットワーク」（H19.1 設置）と連携を図りながら

目標の達成を目指す 

・食育基本法（H15.7.15 制定） 

２）事業の概要・特色（第 3 次枚方市食育推進計画-平成 30 年 3 月策定） 

・基本理念 

「子どもから高齢者まで、一人ひとりが「食」に関する正しい知識と「食」を選択する判断力を身に

つけ、生涯にわたり健康寿命の延伸につながる健全な食生活を実践するとともに、家庭・保育

所（園）・幼稚園・認定こども園・学校・地域・生産者等が相互に連携し、ネットワークを築きなが

ら市民活動としての食育の推進に取り組みます」 

・計画の変遷  

・第 1 次計画：周知 ・第 2 次：実践  

・第 3 次：実践の環（わ）を広げる 

コミュニケーションを図りながら食の知識やマナーの享受ができる「共食」 

農業体験をすることで自らの食が自然の恩恵に立っていること等の食の循環を認識 

食べ物に対する感謝の念を育む等 

・基本目標 

１. 子どもから高齢者まで、生涯を通じた食育の推進 

２. 市民の健全な食生活を実践する力を育む 

３. 家庭・保育所（園）・幼稚園・認定こども園・学校・地域・生産者等の相互連携による食育の推

進 

・4 つの基本方針と施策 

１. 若い世代を中心とした食育の推進 

・妊産婦や乳幼児に対する 

・関連施設による 

２. 健康寿命の延伸につながる食育の推進 

・生活習慣病予防 

・高齢者の低栄養予防 

・歯と口腔の健康づくり 

・食の自立支援と食生活改善 

・食の安全・安心の確保に向けた 

・衛生管理・生産者への研修会開催等 

３. ネットワークによる食育推進と食の文化の継承 
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・ネットワークを生かした 

・多様な暮らしに対応した豊かな食体験につながる 

・地域における食育の環境づくり 

・食文化に関する啓発や情報発信の強化 

４. 地産地消の促進と環境に配慮した食育の推進 

・地産地消の促進 

・農を身近に感じる 

・環境に配慮した 

●基本方針ごとの指標と目標（重点） 

③-2 小中学生・高校生の朝食の欠食をなくす（1.若い世代） 

④⑧⑯1 日の食事で 2 食以上、主食・主菜。副菜をそろえた食事の増加 

（1.若い世代 ２．健康寿命 3.ネットワーク） 

⑨生活習慣病の予防や改善のために、普段から適正体重の維持や減塩食に気を付けた食生活

を実践する（２．健康寿命） 

⑫食の安全性に関する正しい知識を持ち実践する（２．健康寿命） 

4.地産地消 

⑰小学校給食での市内及び府内産農産物使用率の増加（33.1％→38％） 

⑱地元農産物直販会の開催数増加（829 回/年→850 回/年） 

⑲食品ロス削減のための行動する人の増加（77.3％→85％） 

⑳農業体参加者の増加（6,183 人/年→7,300 人/年） 

●枚方市食育推進ネットワーク会議（平成 20 年～第 1 次計画より） 

市と市民の協働により食育の推進を図ることを目的に、食育推進計画の実施に関することや市

と関係団体での意見交換や情報交換、連絡調整を行う場として設置 

●その他具体的な取り組みの説明（資料参照） 

○感想と意見 

平成 20 年度からの計画継続が結果につながっているとの印象を強く受けた。特に印象的だっ

たのが市役所各部の関りが、計画に対する施策立案や予算要求を各担当課で行い、計画全体を

担当課で統括されている点である。各課で考えた施策の結果が食育推進計画の前進につながっ

ているとの説明であった。各部署からの積極的な立案で、独創的な施策と連携につながっている

と考えられる。そのため説明された担当課以外の関連する詳細な方法に対する質問には答えても

らえない場面もあったが、それだけ専門性を発揮した施策をされていると理解する。 

また、特に関心を持ったのが給食における地産地消（市内府内産野菜）の促進や農業体験や直

販を広く市民に啓発していること、「食」と生産を結び付ける施策が徹底されていることである。生

産地と消費地が離れることで食文化や生産に対するリスペクトが失われる傾向があるが、枚方市

では立地条件も相まって双方をうまく連携させられ大変勉強になった。市全体に浸透させること

は難しいと思うが、本市でも産地と消費者、食文化を継承する取り組みを広げる必要性を感じた。 
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文教福祉委員会 視察所見 

議員名【 橋本徳一郎 】 

◆視察日 ：令和 5 年 1 月 18 日（水） 

◆視察先 ：大阪府松原市 

◆調査項目：幼保連携型認定こども園「わかばこども園」について 

○説明：松原市福祉部 こども施設課 こども未来室 

●松原市について 

・面積：16.66 ㎢ 約 4ｋｍ四方 

・人口：118,721 人 

・平均年齢：48.7 歳 

●松原市内の保育施設の現状 

・認可保育所： 公立 4 私立 14 合計 18 公立定員合計 390 私立定員合計 1，305 

・認定こども園： 公立１ 私立 4 合計 5  公立定員合計 60 私立定員合計 420 

・待機児童数：０（平成 30 年度より） 76（平成 29 年度）  

・入所児童数：2，255（Ｒ１）をピークに 2，220（Ｒ３）と徐々に減少 

●わかばこども園の概要・特色 

・人口減少、少子高齢化に伴い公共施設へのニーズの変化、幼児教育・保育無償化により、保護

者の生活スタイルや働き方に変化。これらの課題に応えるために幼稚園や保育所といった制度

の枠組みを超えた柔軟な対応が求められた。 

・5,305 人（Ｈ２６）→4,914 人（H30） 

・老朽化した市立の 3 幼稚園 1 保育園を統合して幼保連携型認定こども園わかばこども園を平

成 30 年度から計画、令和 3 年 4 月に開園。 

・職員配置：職員 31 名（国と同基準） 障害児 2 名に職員 1 名  

※内訳 

 園長 1 名 主管兼総括主任保育教諭 1 名 総括主任保育教諭 1 名 保育教諭 19 名 

  看護師 1 名 養護教諭 1 名 調理師 4 名 朝夕パート 2 名 技能職員 1 名 

※園児数：定員 194 名 146 名（内 1 号 86 名） 担任数 16 名 

●松原市の子育て支援の状況 

・市内 9 か所の子育て支援センターにて、子育て相談・子育て中の保護者交流、保護者の子育

てへの負担感を軽減を図る 

・子育て世代包括支援センターとの連携で妊娠期から子育て期まで切れ目なく支援する松原版

ネウボラを推進（令和 3 年 4 月より）、安心して子育てができる環境づくりに努める 

※市販アプリ活用し子育てに関するイベントなどをプッシュ型で案内している 

※子育てポイントすくすくポイントカード（未就園児 1 人につき 1 枚交付） 

・市内の支援センターや園庭開放を利用するたびポイント付与。ポイント数によってマスコットや

商品券、図書カードや市営施設利用券などに交換。幼稚園や保育所利用以外の保護者への還
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元にもつながっている。 

●今後の保育所の在り方 

・現時点では保育所の民営化の方針・計画はない 

・保育の課題：施設の老朽化、保護者の生活スタイルや働き方の変化に対応するため、幼稚園 2

園と保育所１園を統合し、公立 2 園目の幼保連携型認定こども園を令和 7 年 4 月開園に向け

て準備中 

○感想と意見 

・保護者の働き方の変化や幼稚園・保育園に対するニーズの変化に対応するために、幼保連携

型認定こども園の開設は公立における子育て事業に必要と思える。 

・子育て支援が充実し、子育て世代が住みやすい環境づくりが進んでいることが理解できた。ポ

イントカード利用で、健診や保育事業のみだけでなく幼稚園・保育所を利用していない家庭に

対しても税金の還元できる事業は勉強になった。本市での事業に対しても取り入れることも考

えていきたい。 

・平均年齢が 48.7 歳と若い自治体であり子育て世代が暮らしやすいまちづくりが進んでいると

いう印象を持った。同時に転勤などによる移動も多いのではないかと推察する。転入者にとっ

ては良い環境だと考える。一方で転出者にとって転出先でこれまでの取り組みが継続できれば

よりよい子育てにつながるであろうが、他自治体の事業に意見は難しいと考える。近隣自治体

との連携協力体制、可能であれば府単位での施策とできれば、さらに良好な子育て支援が可

能ではないだろうか。 
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文教福祉委員会 視察所見 

議員名【 橋本徳一郎 】 

◆視察日 ：令和 5 年 1 月 18 日（水） 

◆視察先 ：大阪府大東市 

◆調査項目：不登校支援について 

○説明：大東市教育委員会事務局 学校教育政策部 指導・人権教育課 

●大東市の概要 

・市制 67 年目 

・大阪府東部に位置（奈良県に隣接） 

 市の東部 1/3 は生駒山地 中央部～西部は住居系・工業系地域が広がる 

・JR が東西に通り、大堺市中心部まで 17 分 

・地勢：3 割が山間地 ・県都からの距離：１１ｋｍ 

・面積：18.3 ㎢ 

・人口：11.8 万人 

・小学校：12 校 ・中学校“8 校 ・特別支援学校：なし ・児童生徒数：8,000 人 

●長欠・不登校児童生徒の現状 

・小中校とも増加傾向 

・令和 3 年どに新規不登校増加（特にコロナ禍での影響大きい） 

●大東市不登校支援モデル「学びへのアクセス１００％」について 

・コロナ禍での学校の環境変化（R2）-登校しないという選択肢・GIGA スクール構想 

-学校に行くいかないに関わらず、誰ひとり取り残さない教育→ 

・「学びへのアクセス」という基準（R4）-適切な支援・好事例の蓄積 

-すべての児童生徒が、前向きに「学びにアクセス」しているかどうか 

●不登校支援・相談事業の概要 

○不登校指導員（7 小 8 中に配置） 

対象：不登校傾向の児童生徒 

主旨：早期支援や学校での居場所づくり・教室復帰に向けた支援 

・不登校・不登校傾向の児童生徒への支援 

訪問指導・別室指導・家庭連携・教室での学習支援 

・勤務回数は課題に応じ、1 回 3 時間を 60 回～260 回で割り振り（1.5～6.5 回/週） 

・学校が課題に応じ人員を選定（1～複数人）※研修は年 3 回+ケース交流 

 元教員・教員経験者 12 名 

 学生 11 名（卒業生・近隣大学生） 

 地域人材 10 名（地域募集・求人サイト） 

・R５には 20 校に配置予定 人材バンク制度化（登録・リスト化→学校が直接選定） 

○教育支援センター 「教育相談」「ボイス」の 2 部屋体制 
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●「教育相談」 

大東市立キッズプラザにて活動 

・水曜・金曜(73 回/年)10 時～14 時 

・教職経験豊かな元校長先生 

・不登校・いじめ問・進路の悩みなど 

・R4 から留守番電話システム導入 

○相談への適切な相談 

・教育相談記録（個票）を作成し関連機関との情報共有（エクセル利用） 

●「ボイス」 

主旨： 

不登校状態の児童生徒の学校復帰や将来的自立をめざし学校と家庭との橋渡し的役割 

体制： 

市の子育て関連施設で 2 部屋（にぎやかな部屋と静かな部屋） 

火曜～金曜 11 時～15 時 

コーディネーター・デイリーダー（民間支援者） 

スタッフ（学生・地域人材）全 17 名 4 人/日 

活動内容 

通室指導 

学習活動：各種教材・学校配布タブレット（WiFi 環境）プログラミング学習・メタバース 

自主活動：工作・遊びなど個別の関心に応じた活動・SST（保護者・教員等から課題提起-

遊びを通じて学習） 

グループ活動：カードゲーム・ボードゲーム・外遊び（コミュニケーション） 

オンライン指導 

NPO カタリバ「ｒｏｏｍ-Ｋ」活用予定 

訪問指導 

自宅から出られない状態の児童生徒にスタッフが家庭訪問、学習指導等 

登所状況 

いつ来ても来なくてもよい いつでも受入れ 

学校との併用も可 通い方は好きなように （開所時の少ない日は 2 人、多い日で 10 人） 

9 月の登所者は 6.7 人 

延べ人数で 2 倍以上に増加（R2：280 人→R3：661 人） 

学校・家庭連携 

・学校連携 登所状況報告書(毎月)→「出席扱い」判断 

・教員対象見学会（年 2 回・随時） 

家庭連携 

・情報交流会（学期 1 回）保護者・スタッフ・カウンセラー・教職員 

・個別相談会（学期 1 回）保護者（希望者）・コーディネーター 
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○感想と意見 

・利用者の増加は基本姿勢の「学びへのアクセス１００％」を追及した成果であると思えた。学校

との登所状況報告書のやり取りにより出席扱いとなることに反映されている。 

・従来からの学びの在り方を変える取り組みだと思えた。ICT 学習の利点を最大限利用してい

るともいえる。同時にグループ学習・遊びを通じて友人作りやソーシャルスキルを身につけるこ

とは重要。 

・不登校傾向の児童生徒にいかに早く介入できるかが課題。スクリーニングと行っているとはい

え、限られた人数では限界がある。教育関連だけではなく広く市民に取り組みが知られること

で早期介入も可能になるのではないかと考える。 

・本市でも、「学びへのアクセス」という考え方を広く柔軟に活用するべきではないかと考えさせ

られた。 


